
• 社⾧の来島です。
• 本日はお忙しいところ弊社決算説明会にお越しいただきましてありがとうございます。説明会の開催にあたり、簡単にご挨拶申し上げます。
• 2019年3月期は、地震、豪雨、台風などの災害が相次ぎ、大きな被害が発生し、皆さまにもご心配をおかけしました。
• この間、国や関係自治体、地元の皆様など、多くの方々から様々なご支援、ご協力を賜り、早期復旧を果たすことができました。
• その中で前期の決算については災害による影響は受けましたが、中計1年目の取り組みとして、鉄道、非鉄道ともに掲げた施策を一つ一つ着実に実施したことなどから、対前年で連単ともに増収・営業増益を達成することができました。今期は中計2年目であり、中計目標に向けて実施していくことは多々あります。
• 本日は、まず藤原より決算のご説明を申し上げたあとで、私の方から各事業の取組み状況につきましてご説明させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。





• 財務部⾧の藤原です。
• ４月２６日に発表いたしました、2019年３月期決算と、2020年３月期予想について説明いたします。



• まず２ページをご覧ください。
• 2018年度は、災害からの早期復旧に加え、中計達成に向け集中的に実施した施策が奏功し、連単ともに増収。加えて、単体での、災害に伴う工事工程の調整の影響等もあり、連単ともに営業・経常増益となりました。一方、災害による特別損失を計上し、連単ともに最終減益となりました。
• 2019年度は、中計並びに安全考動計画の実現に向け大幅なコスト増を予定する一方で、中計施策を確実に積み上げることで、増収増益を達成してまいります。なお、2018年度の災害に伴う工事工程の調整分は、中計期間中に確実に実施して参りますので、今中計期間における投資総額１兆2,700億円に変更はありません。



• ３ページが単体の概要になります。
• 営業収益は、運輸収入の増により対前年46億円の増となりました。
• 営業費用は、災害影響として、業務費の増、償却費の減。災害以外では、人件費と線路使用料の減があり、営業費用トータルでは対前年17億円の減となりました。
• 結果、対前年63億円の営業増益となりました。
• これに災害に伴う特別損失等を加え、対前年１億円の最終減益となりました。
• なお、対２Ｑ予想では、19億円の増収、38億円の費用減、対期初予想では、70億円の減収、128億円の費用減となりました。



• ４ページが運輸収入の状況です。
• 新幹線を中心に堅調に推移し、対前年56億円増となりました。
• 新幹線は、スマートEXや各種キャンペーン効果、インバウンドの誘客効果等が奏功し、対前年93億円増となりました。内訳は、山陽は災害影響を飲み込んで84億円増の4,141億円。北陸は増収に転じ8億円増の429億円です。
• 在来線は、インバウンド等は増となりましたが、災害影響により減収となりました。





• 単体の営業費用の状況は、６ページにお示ししております。
• 災害影響として、バス代行輸送により業務費が増、工事の工程調整等により償却費が減となりました。
• 修繕費は、投資の増により増となりましたが、工程調整等により増加幅は小幅となっています。
• このほか、人件費は単価差により減、動力費は資源高に伴い増、線路使用料はＪＲ東西線の契約改定により減となりました。





• 次に連結の概要です。８ページ、９ページをご覧ください。
• 流通業は、災害影響や伊勢丹京都店のリニューアル支障はあったものの、セブンイレブン提携店が好調、ヴィアイン３棟の開業により増収。一方、ヴィアインの開業経費等もあり減益となりました。
• 不動産業は、ルクアイーレのリニューアルや、大型賃貸物件の開業、不動産分譲戸数の増により増収。一方、大型賃貸物件の開業経費等もあり、利益は前年並となりました。
• その他は、ホテル業や旅行業で災害影響を受けたものの、ホテル業でのヴィスキオ大阪の開業や、工事業での受注増により増収増益となりました。









• 単体の業績予想については、12ページになります。
• 営業収益は、災害反動等による運輸収入の増により、対前年200億円増の見込みです。
• 営業費用は、設備投資の増に伴う修繕費並びに減価償却費の増等により、対前年193億円増を計画しています。
• 中計並びに考動計画の実現に向け費用は増えますが、収入確保に努め、営業増益を実現して参ります。
• 純利益は、災害反動による特別損益の改善により、対前年143億円増の計画です。



• 運輸収入の見通しについては、13ページをご覧ください。災害からの反動増に加え、引き続きビジネス需要と、インバウンドも含めた観光需要を確実に取り込んでまいります。
• 新幹線は、対前年95億円増、基礎トレンドは100.6％の見込みです。内訳は、山陽は85億円増の4,227億円、北陸は10億円増の439億円です。
• 在来線のうち、近畿圏は災害反動もあり対前年86億円増、基礎トレンドは99.8％の見込みです。



• 単体営業費用の計画は14ページになります。
• 中計発表時から申し上げてきたとおり、中計前半期間に集中的に施策を実施することから、投資関連の修繕費並びに償却費は増となります。
• 加えて、人件費は、シニア社員等の待遇改善により増。動力費は、資源高と災害反動により増。線路使用料は、おおさか東線全線開業に伴い増を計画しています。



• 15ページが連結の業績予想です。
• 営業収益は対前年281億円増、営業利益は10億円増を計画しております。
• 子会社側でも、中計達成に向けた成⾧施策の積極的な推進に伴い費用増となりますが、営業増益を実現して参ります。



• 最後に、セグメント別は、16ページ、17ページをご覧ください。
• 流通業は、減収増益の計画。減収は、駅ナカテナントとの契約方式変更に伴う収益計上方法の変更の影響を214億円見込んだことによります。利益への影響はありません。ヴィアイン4棟の開業経費等が発生する状況下においても、セブンイレブンとの提携効果の最大化、伊勢丹京都店のリニューアル効果の最大化等を図り、増益の計画としています。
• 不動産業は、ＳＣ業でリニューアルによる支障が発生するものの、大型賃貸物件の平年度化に加え、販売事業の拡大を図ることで、増収増益の計画です。
• その他も、ホテル業でのヴィスキオ京都の開業等により、増収増益の計画です。
• 私からの説明は以上です。







• 改めまして来島です。
• 私からは、各事業の取り組みについてご説明させていただきます。



• まず20ページをご覧ください。中計でグループ共通戦略として掲げましたインバウンド需要の獲得でございます。
• 具体的には、受入体制の充実やグループ一体となった需要の取り込みなど、お示ししている4つの柱を掲げております。
• 受入体制の充実につきましては、今年の3月に海外向けネット予約サービスを開始したところでございます。これにより、海外でネット予約できる商品の種類が大幅に拡大し、初めてみどりの券売機での受け取りも可能となりました。
• また、グループ一体となった需要の取込みにつきましては、ホテルや商業施設を各所でリニューアルするとともに、決済手段の充実にも取り組んでおります。
• インバウンド需要の獲得は中計における重要なグループ共通戦略の一つでございますので、需要の取り込みに全力を尽くしてまいります。



• 次に21ページをご覧ください。
• 中計では安全性向上策として3つの柱を掲げております。
• 新幹線につきましては、重大インシデントの対策の一つとして台車の異常を検知する地上センサーを21.3期までに全10台設置すべく鋭意取り組んでおります。また、新幹線の専属組織である新幹線鉄道事業本部を設置するなど、ガバナンス強化にも取り組んでおります。
• 防災・減災対策としましては、耐震補強や斜面防災対策を進めており、昨年度の地震や豪雨災害におきましても、対策を施した箇所につきましては、それらの成果が十分に発揮されたものと考えております。
• 安全性向上は経営の根幹でございますので、引き続きソフト・ハード両面から安全性向上施策を着実に推進してまいります。



• 次に生産性向上の取り組みにつきまして、22ページをご覧ください。
• 中計では大きく分けて、サービス・設備の見直しとメンテナンスのシステムチェンジを掲げております。
• サービス・設備の見直しにつきましては、先般、今後の駅の運営体制につきまして発表させていただいたところでございます。
• 具体的には、例えばみどりの窓口につきましては、新幹線駅や拠点駅に集約し、それ以外の駅については、オペレーターが遠隔で対応するみどりの券売機プラスという新しい機能を付加した券売機を導入することで効率的な駅運営体制を実現します。
• 少子高齢化に伴い人財確保が難しくなる経営環境においても、少人数でもより高い安全・CSが持続的に提供できる体制を構築してまいります。



• 次に、最大の成⾧ドライバーである新幹線について23ページをご覧ください。
• 中計では、安全性を新幹線の最大の強みとして競争力向上につなげるとともに、輸送サービスのブラッシュアップによる対航空機シェアの向上、広域観光ルートの整備やキャンペーンによる観光需要の喚起を図ることなどを掲げております。
• 20.3期は、うるう年やGWといった曜日配列などのプラスの特殊要素が多くございますので、それらフォローの風を最大限活かしつつ、利便性向上や各種キャンペーンなどにより、ビジネス・観光の両面から需要を獲得いたします。



• 次に24ページをご覧ください。
• 近畿圏につきましては、新線、新駅開業を始めとした鉄道ネットワークの拡充、輸送サービスの向上や沿線開発などグループ一体となった取り組みにより線区価値を向上させ、沿線の定住人口の拡大を図ることを目標として掲げております。
• 2019年3月にはおおさか東線が全線開業し、京都から一駅の梅小路京都西駅が開業しました。開業後多くのお客様にご利用いただいており、引き続きご利用の定着・拡大に向けて努力してまいります。
• また、輸送サービスの品質向上につきましても、ICOCAポイントサービスを始めとして、新たな取り組みを次々と展開しております。





• 続いて創造事業です。26ページをご覧ください。
• 流通業では、百貨店や駅ナカ店舗のリニューアルによる資産効率の向上と、セブン‐イレブン提携店舗の駅周辺への出店や宿泊特化型ホテルの新規出店などによる事業規模の拡大を戦略として掲げております。
• セブン‐イレブン提携店舗は2019年3月末で391店舗となり、転換した店舗につきましては売上も約4割増と転換効果が大きく発揮されております。
• また、宿泊特化型ホテル「ヴィアイン」につきましては、19.3期の既存店の平均稼働率が90%を超えており、高い水準を維持しております。
• 百貨店につきましては2020年春の2F‐5Fリニューアル全面開業に向けて引き続き全力で取り組んでまいります。



• 27ページでは不動産業についてお示ししております。
• 不動産賃貸・販売業においては、西日本エリアの地域価値・線区価値の最大化を実現すべくエリア内外に積極的に展開し、SCにおいては立地特性を踏まえた開発・リニューアルを行うことで資産効率の向上を目指しております。
• SC業につきましては、20.3期は岡山を始めとして大規模なリニューアルを複数計画していることに加え、2019年夏以降に広島駅ekie4期の開業も控えております。
• 賃貸・販売業につきましては、今期も大きく伸ばす計画でございますが、主な賃貸販売物件につきましては、Appendixにも掲載しておりますので併せてご覧ください。



• 28ページではホテル事業についてお示ししております。
• 中計では、多様なニーズを取り込むために5つの業態ラインナップを展開し、宿泊特化型を中心に事業規模を拡大することを目指しております。
• 19.3期はヴィアインやヴィスキオを相次いで開業させ、通期で1,000室以上を増やしてまいりました。
• 20.3期もヴィアイン4棟、ヴィスキオ1棟の開業を予定しており、中計最終年度のグループ合計11,000室に向けて着実に前進してまいります。



• 次に、29ページをご覧ください。ここからは、鉄道事業と創造事業が一体となった取り組みについていくつか事例をご紹介させていただきます。
• まずは、京都駅周辺における地域価値・線区価値向上の取り組みでございます。
• 鉄道事業では、近畿圏のページでご説明しましたとおり、2019年3月には梅小路京都西駅を開業させ、また近畿圏における輸送サービスの品質向上に向けた取り組みを加速させております。
• 創造事業では、2020年春に向けて、京都駅周辺で5つのホテルブランドを新規開業あるいはリニューアルすることにより、様々なご宿泊のニーズにお応えしてまいります。
• また、京都駅の商業施設全体の最適配置に向けて、駅ナカ、百貨店、SCにおいて大規模リニューアルを進めております。2020年の東京オリンピック・パラリンピックも見据え様々なお客様のニーズにお応えすべく、鉄道・創造事業が一体となって取り組んでまいります。



• 次に30ページをご覧ください。
• 広島駅におきましては、南北自由通路・橋上駅舎などの駅改良に加え、2017年以降ekieを始めとした商業施設も順次開業してまいりました。
• そのような中、先般、中計で掲げた3大プロジェクトのひとつである南口エリアの駅ビル建て替え計画につきまして、概要を発表させていただいたところでございます。



• 31ページでその概要をお示ししておりますが、内観イメージでお示ししております駅ビル2階の路面電車が進入する空間につきましては、広島駅中央口改札や新幹線口改札から段差なくフラットに繋がる計画でございます。これにより、駅と歩行者空間、商業施設が一体となった魅力的な空間を創出いたします。
• また、SCやシネコンなどの商業施設に加え、400室規模のヴィスキオを併設し、せとうちエリアの拠点「広島」に新たな賑わいや交流、感動を創出する施設を目指します。引き続き、地域の皆様と一体となったまちづくり・沿線づくりを進めてまいります。



• 次に32ページをご覧ください。
• ここでは中計でお示しした中⾧期的な成⾧戦略を改めて地図に落とし込んでおります。
• 当社エリアにおきましては、万博やIRなどの成⾧機会が多数存在する中で、それらのチャンスを最大限活かすべく、当社としましても中⾧期的な視点で先手を打ってまいります。





• 次に、34ページをご覧ください。
• 設備投資につきましては、19.3期は新車投入や不動産賃貸物件の開発を推進した結果、対前年で758億円増の2,453億円でした。対計画では災害復旧を優先するなどした結果、266億円減となりましたが、安全投資は計画通り着実に実施しております。
• 20.3期は中計前半で集中的に安全対策を行うことに加え、19.3期に災害影響により工程調整したことなどから、対前年326億円増の2,780億円を計画しております。また、将来の成⾧に向けた非鉄道事業の投資も積極的に行ってまいります。



• 35ページでは、株主還元についてお示ししております。
• 19.3期の配当につきましては、既にご案内の通り、通期で1株当たり175円を予定しております。また、99億円の自己株の取得、消却を行いました。
• 20.3期の配当につきましては、1株当たり15円増配し、年190円を予定しております。また、今期も100億円を上限とした自己株式の取得を予定しており、中計でお示しした株主還元方針に則り、株主の皆様にもしっかりお返ししてまいります。
• 最後になりましたが、19.3期は自然災害の影響はございましたが、一時的なものであり、中計最終年度の絵姿が変わるものではございません。
• 20.3期はコストの大幅な増加はあるものの、掲げた施策を着実に実行に移すことで増収を図り、引き続き、中⾧期的な企業価値向上に努めてまいります。
• 私からの説明は以上です。




















